プロフィール

宮崎 巡（みやざき めぐる）

住    所
  川崎市

生年月日
  1948年6月6日
  長野市に生まれる

1967年3月　　長野県長野高等学校卒業

1968年4月　　大阪市立大学経済学部入学

在学中大学紛争に遭遇し、その中で自分は何の為に生まれ、何の為に生きるべきかに悩み、この問題解決を追求する為に大学を休学して２年間ユーラシア大陸方面を放浪する。

　　　　　　　　（１９７０年６月アルバイトで得た資金で片道キップを購入し、横浜→ナホトカ→ハバロスク→ストックホルムに到着。以後皿洗いのアルバイト（ストックホルム（２回）、ブレーメン、ロンドン、チューリッヒ）をしながらヒッチハイク（乗せてくれた車は約３５０台）でヨーロパを転々とする。　途中ロンドンで交通事故に遭い両足骨折。帰路はギリシャより陸路アジアハイウェイを経由して帰国、途中第三次インド・パキスタン戦争の影響でパキスタン国境よりアフガニスタンに引き返し一ヶ月をカブールで過ごし、カンダハール→カラチ→ボンベイへと脱出する。さらにタイ→香港→台湾に飛行機で渡り、台湾からは船で本土復帰前の沖縄に石垣島経由で渡り、最後は沖縄から鹿児島まで船でわたり帰国。１９７２年２月。）

帰国後1年間冷凍中積船に甲板員として乗船し旅行資金を得た後、南米移住を目指す（海外で様々な苦難を経験し人間的に成長したと自負して帰国したが、日本ではその様な経験を価値あることとして受け入れてくれない現実に失望し、新天地を求める）が、メキシコで体が拒否反応を示した為断念。（自分の意志で旅を継続しようとするが、体が旅の継続に拒絶反応を示し、朝起きると呼吸困難に陥り、自分の本能が限界を示していることを感じる。帰国を決意した時症状は消えた。）日本で日本人として生きる覚悟をして帰国。

1974年3月   大阪市立大学経済学部中退

1974年4月   貿易業のK．K．ハリーアダチに就職。

1977年9月   同社を退社。

1977年10月  ナウル共和国商務事務所 所長就任。

1987年3月   同事務所を退職。

1987年7月   (社)日本工業技術振興協会 人材開発部部長就任。

              〔活動内容〕

              1.科学技術者の無料紹介事業

              通産省系の団体として初めて労働省より無料職業紹介所の認可を受け、人材紹介事業を立ち上げる。求人企業開拓業務を通じ数千の企業と接し企業と人材とのマッチングを行なう。

この事業を通じて様々な企業の体質や業界の体質の知見を得、大手企業と中小企業の違いを知る。また企業と外部資源の出会いをコーディネートするためには必ず人と人との出会いのコーディネーションが必要不可欠であること、つまり企業の体質、経営者の資質等を十分把握し外部資源との相性の的確な判断により、両者をスムーズに結びつけるには豊富なマッチング経験が必要であることを痛感するとともにその経験を十分に積む。

              2.シニア技術者活動支援事業

              主に大手企業の余剰中高年社員の中小企業への受入れを働きかける。中小企業は設立経緯や

              経営者の経歴･資質、業界･地域的要因などによりかなりの違いがあることを知り、中小企業

              の体質や人材に対する考え方を深く理解する。またこの事業で対象中小企業と仲介者（コーディネータ）との相性が重要な問題であることを知る。

              3.中小･ベンチャー企業支援事業

              事業推進のため中小企業へ働きかけるとともに、全国各地の産業振興公社･商工会議所･ベン

              チャーキャピタル･商社と出会う。この事業を通じビジネスインキュベーション活動に不可欠な金融支援企業･団体や販売支援企業等の人脈を作る。

              4.産学協同研究支援事業

              大学関係者とつながりを持ち共同研究希望テーマの収集を行なう。外部経営資源として大学

              を活用するケースの手掛りを作る。

              5. 海外への技術移転事業

海外からの要請に応じて、日本人技術専門家の海外派遣事業に取り組む。派遣先は東南　　　　　　　
　　　　　　　アジアを主体し、特に韓国へは専門家派遣の実績を多数積み、韓国有力財閥系企業との人
　　　　　　　脈を作った。（現在も、その人脈を通じたビジネスが継続している）
　　　　　　　また韓国産業技術政策研究所を通じ韓国の中小企業の日本企業からのライセンス導入の橋

　　　　　　　渡しを、日韓企業間交渉の仲介経験を積む。

              6.前記事業を推進するため、技術指導者･業務受託希望者･産学協同研究希望者･転職希望者

                等の登録募集活動及びその活用事業の実施。

              約6000人の登録者から希望内容に沿った人材を抽出し支援する。この活動を通じ個人が

              自営業として独立する際の留意点について多くの経験を得ると共に、数百人に及ぶ技術専門         

家や経営コンサルタントとの人脈を作り、業務を通じて人材の目利きとしての鑑定目を養う。

業務遂行において目的に適合した人材を抽出するための人材データベースの構築と検索システム（技術分類コード等の設定、資格、学歴、語学力などのハード情報と個人のソフト情報を組み合わせた複合検索システム）の構築・改良を継続的に実施する。

1998年5月   自らが希望する業務の継続が困難と判断し、同協会を退職して独立の道へ。

（独立に至った理由）

　ａ．今まで人に独立のすすめ、自立のすすめを主張してきた自分にけじめをつけ、独立する時が来たと

感じたこと。

　ｂ．団塊世代の６０才台の生活は年金では生活出来ない環境になると予想。６０才台に仕事を継続して生活する為には逆算して最低５０才くらいから独立して準備をしなければならないと考えたこと。

　ｃ．自分の理念の追求は最早既存の組織を利用する時は終わり、自ら組織を築き上げる時が来たと感じたこと

　

1998年6月～ 2003年５月 自営業者として独立すると共に、科学技術者フォーラム事務局長として会員のビジネス支援や起業支援を行なう。また下記のBCCネットワークを活用し、Human venture catalystとして有力特許保有者の発掘、技術評価、ベンチャービジネス支援等を実施

2001年４月～2002年８月　（社）TAMA産業活性化協会　TAMAコーディネータ

2003年4月　　UNIDO主催地球環境ファリティ（GEF）セミナーにパネリストとして参加
2003年４月～　株式会社　Business Creation & Collaboration Network　を、新事業創出促進法の最低

資本金の特例を利用し、志を同じくする３名の同士と共に設立し代表取締役に就任。

今までのネットワーク活動を集約し、ビジネス展開を本格的に開始

専門分野      人材開発、国際技術協力、人材ネットワーク&データベースシステムの企画･運用及び同シス 

              テムを応用した新事業企画･運営、人物評価。企業と人材のベストマッチングのコーディネー

ション、人と人との出会いを感性により創出すること。

　　　　　　（総体として個人が保有する知識、能力、経験が様々な束縛から開放され、最大限に発揮される為の社会システム構築に取り組むことが自分の使命と考えております。技術者を主に扱ってきたのは彼ら（特にシニア技術者）の保有する知識・経験が社会的財産として価値があり、正しく伝承されねばならないと考えているからです。しかし、いまだ十分なる伝承・活用システムが構築されていないことは、日本にとって非常なる損失と考えております。）　　　　　　　　　　　
